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１  概   要 

２  各会計実質収支等の状況

（単位：千円）

      区      分 平成21年度 平成22年度

歳入総額              (A) 5,132,269 6,364,717

歳出総額              (B) 5,031,795 6,182,978

歳入歳出差引(A)-(B)   (C) 100,474 181,739

翌年度へ繰越すべき財源(D) 16,187 77,672

実質収支(C)-(D)       (E) 84,287 104,067

単年度収支            (F) 48,429 19,780

積立金 　　　　　　   (G) 98,009 342,975

繰上償還金            (H) 277 0

積立金取崩し額        (I) 0 0

実質単年度収支F+G+H-I (J) 146,715 362,755

  平成22年度の本町財政運営は、国の補正予算による「きめ細かな交付金」等の地域活性化
交付金を活用した結果、一般会計における財政指標においては、財政力指数0.16（※高いほ
ど財源に余裕がある。）、実質収支比率3.1％（※3％～5％程度が望ましい。）、経常収支
比率85.3％（※75％～80％未満が妥当である。80％以上は弾力性を失いつつある。）、実質
公債費比率17.0％（※18％以上になると、新たに地方債を発行して借金する際、財政運営の
計画を立てて国や都道府県の許可が必要となる。25％以上になると、単独事業のために地方
債を発行することが一部認められなくなり、起債制限団体となる。）と、一部においては国
の示す基準指数内を達成し、財政状況の改善は見られたものの、今なお厳しい財政運営とな
りました。

　第１表  一般会計実質収支の状況 

　(1)　一般会計
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第１  平成22年度決算のあらまし

     平成22年度一般会計歳入歳出決算額は、歳入歳出予算額6,665,852千円で
　　で歳入6,364,717千円、歳出6,182,978千円となり、前年度に比べて歳入
　　1,232,448千円（24.0％）、歳出1,151,183千円（22.9％）の増となりました｡
     実質収支については、19,780千円の黒字となっております。



（単位：千円）

      区      分 平成21年度 平成22年度

歳入総額              (A) 1,128,868 1,142,185

歳出総額              (B) 1,094,934 1,137,638

歳入歳出差引(A)-(B)   (C) 33,934 4,547

翌年度へ繰越すべき財源(D) 0 0

実質収支(C)-(D)       (E) 33,934 4,547

単年度収支            (F) 27,931 △ 29,387

積立金 　　　　　　   (G) 3,072 5,057

繰上償還金            (H) 0 0

積立金取崩し額        (I) 0 0

実質単年度収支F+G+H-I (J) 31,003 △ 24,330

 

（単位：千円）

      区      分 平成21年度 平成22年度

歳入総額              (A) 5,848 1,380

歳出総額              (B) 4,554 1,380

歳入歳出差引(A)-(B)   (C) 1,294 0

翌年度へ繰越すべき財源(D) 0 0

実質収支(C)-(D)       (E) 1,294 0

単年度収支            (F) 1,278 △ 1,294

財政調整基金積立金    (G) 0 0

繰上償還金            (H) 0 0

積立金取崩し額        (I) 0 0

実質単年度収支F+G+H-I (J) 1,278 △ 1,294

       実質収支については、0千円となっています。 

　第３表  老人保健特別会計実質収支の状況 
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        平成22年度老人保健特別会計歳入歳出決算額は、歳入歳出予算額それぞれ
      1,383千円に対して、歳入1,380千円、歳出1,380千円となり前年度に比べて
　　　歳入△4,468千円(△76.4％)、歳出△3,174千円(△69.7％)の減となりまし
　　　た。なお、本特別会計は、法令改正により平成23年３月31日廃止しました。

         実質収支については、4,547千円の黒字となっております。

　第２表    国民健康保険特別会計実質収支の状況         

         平成22年度国民健康保険特別会計歳入歳出決算額は、歳入歳出予算額それぞれ
　　　 1,139,165千円に対して、歳入1,142,185千円、歳出1,137,638千円となり、前年度
　　　 に比べて歳入は13,317千円(1.2％)の増、歳出は42,704千円(3.9％）の増となりま
       した。

  （2）  国民健康保険特別会計

　（3） 老人保健特別会計



（単位：千円）

      区      分 平成21年度 平成22年度

歳入総額              (A) 623,988 660,607

歳出総額              (B) 599,314 649,163

歳入歳出差引(A)-(B)   (C) 24,674 11,444

翌年度へ繰越すべき財源(D) 0 0

実質収支(C)-(D)       (E) 24,674 11,444

単年度収支            (F) 1,630 △ 13,230

財政調整基金積立金    (G) 10,755 12,654

繰上償還金            (H) 0 0

積立金取崩し額        (I) 0 0

実質単年度収支F+G+H-I (J) 12,385 △ 576

（単位：千円）

      区      分 平成21年度 平成22年度

歳入総額              (A) 68,373 70,509

歳出総額              (B) 68,059 69,877

歳入歳出差引(A)-(B)   (C) 314 632

翌年度へ繰越すべき財源(D) 0 0

実質収支(C)-(D)       (E) 314 632

単年度収支            (F) △ 373 318

基金積立金 　　　　   (G) 0 0

繰上償還金            (H) 0 0

積立金取崩し額        (I) 0 0

実質単年度収支F+G+H-I (J) △ 373 318

　第４表  介護保険事業特別会計実質収支の状況

（4）  介護保険特別会計

(5)  後期高齢者医療特別会計

     平成22年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算額は、歳入歳出予算額それぞ
   れ71,350千円に対して歳入70,509千円、歳出69,877千円となり、前年度に比べて
　 した。歳入は2,136千円(3.1％)、歳出は1,818千円(2.7％)の増となりました。

　　　　実質収支については、11,444千円の黒字となっています。 

     実質収支については、632千円の黒字となっています。

　第５表   後期高齢者医療特別会計実質収支の状況
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       平成22年度介護保険特別会計歳入歳出決算額は、歳入歳出予算額それぞれ
　　　660,771千円に対して歳入660,607千円、歳出649,163千円となり、前年度に
　　　比べて歳入は36,619千円(5.9％)、歳出は49,849千円(8.3％)の増となりまし
      た。



（単位：千円）

      区      分 平成21年度 平成22年度

歳入総額              (A) 17,803 19,916

歳出総額              (B) 17,775 19,886

歳入歳出差引(A)-(B)   (C) 28 30

翌年度へ繰越すべき財源(D) 0 0

実質収支(C)-(D)       (E) 28 30

単年度収支            (F) △ 5 2

基金積立金 　　　　   (G) 8,387 7,618

繰上償還金            (H) 0 0

積立金取崩し額        (I) 9,417 12,297

実質単年度収支F+G+H-I (J) △ 1,035 △ 4,677

（単位：千円）

      区      分 平成21年度 平成22年度

歳入総額              (A) 200,371 165,635

歳出総額              (B) 199,010 151,082

歳入歳出差引(A)-(B)   (C) 1,361 14,553

翌年度へ繰越すべき財源(D) 0 12,860

実質収支(C)-(D)       (E) 1,361 1,693

単年度収支            (F) 701 332

財政調整基金積立金    (G) 0 0

繰上償還金            (H) 0 0

積立金取崩し額        (I) 0 0

実質単年度収支F+G+H-I (J) 701 332

     実質収支については、1,693千円の黒字となっています。

  第７表  下水道事業特別会計実質収支の状況
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     平成22年度奨学資金特別会計歳入歳出決算額は、歳入歳出予算額それぞ
   れ19,960千円に対して歳入19,916千円、歳出19,886千円となり、前年度
   に比べて歳入2,113千円(11.9％)、歳出2,111千円(11.9％)の増となりました。

     実質収支については、30千円の黒字となっています。

　第６表   奨学資金特別会計実質収支の状況

(7)  下水道事業特別会計

     平成22年度下水道事業特別会計歳入歳出決算額は、歳入歳出予算額それぞ
   れ165,444千円に対して歳入165,635千円、歳出151,082千円となり、前年度
   に比べて、歳入△34,736千円(△17.3％)、歳出△47,928千円(△24.1％)の
   減となりました。

(6)  奨学資金特別会計



（単位：千円）

      区      分 平成21年度 平成22年度

歳入総額              (A) 315,647 489,823

歳出総額              (B) 309,795 487,233

歳入歳出差引(A)-(B)   (C) 5,852 2,590

翌年度へ繰越すべき財源(D) 3,657 0

実質収支(C)-(D)       (E) 2,195 2,590

単年度収支            (F) 538 395

財政調整基金積立金    (G) 0 0

繰上償還金            (H) 0 0

積立金取崩し額        (I) 0 0

実質単年度収支F+G+H-I(J) 538 395

（単位：千円）

      区      分 平成21年度 平成22年度

歳入総額              (A) 11,896 19,253

歳出総額              (B) 11,124 18,118

歳入歳出差引(A)-(B)   (C) 772 1,135

翌年度へ繰越すべき財源(D) 0 0

実質収支(C)-(D)       (E) 772 1,135

単年度収支            (F) 538 363

財政調整基金積立金    (G) 0 0

繰上償還金            (H) 0 0

積立金取崩し額        (I) 0 0

実質単年度収支F+G+H-I (J) 538 363

(9)  合併処理浄化槽事業特別会計

     平成22年度合併処理浄化槽特別会計歳入歳出決算額は、歳入歳出予算額そ
   れぞれ19,251千円に対して歳入19,253千円、歳出18,118千円となり、前年
   度に比べて歳入7,357千円(61.8％)、歳出6,994千円(62.9％)の増となりまし
　 た。

    実質収支は、1,135千円の黒字となっています。 

  第８表  農業集落排水事業特別会計実質収支の状況

　第９表  合併処理浄化槽事業特別会計実質収支の状況       

(8)  農業集落排水事業特別会計

     平成22年度農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算額は、歳入歳出予算額そ
   れぞれ489,609千円に対して歳入489,823千円、歳出487,233千円となり、前年
   度に比べて歳入174,176千円(55.2％)、歳出177,438千円(57.3％)の増となりま
　 した。

     実質収支は、2,590千円の黒字となっています。 
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（単位：千円）

      区      分 平成21年度 平成22年度

歳入総額              (A) 94,667 94,675

歳出総額              (B) 94,570 94,576

歳入歳出差引(A)-(B)   (C) 97 99

翌年度へ繰越すべき財源(D) 0 0

実質収支(C)-(D)       (E) 97 99

単年度収支            (F) 12 2

積立金 　　　　　　   (G) 455 461

繰上償還金            (H) 0 0

積立金取崩し額        (I) 0 0

実質単年度収支F+G+H-I(J) 467 463

（単位：千円）

      区      分 平成21年度 平成22年度

歳入総額              (A) 0 4,673

歳出総額              (B) 0 882

歳入歳出差引(A)-(B)   (C) 0 3,791

翌年度へ繰越すべき財源(D) 0 0

実質収支(C)-(D)       (E) 0 3,791

単年度収支            (F) 0 3,791

積立金 　　　　　　   (G) 0 0

繰上償還金            (H) 0 0

積立金取崩し額        (I) 0 0

実質単年度収支F+G+H-I(J) 0 3,791

  (11)  土地改良事業換地清算特別会計

　第10表   国民宿舎特別会計実質収支の状況

　　　 平成22年度土地改良事業換地清算特別会計歳入歳出決算額は、歳入歳出予
　　 算額それぞれ4,620千円に対し、歳入4,673千円、歳出882千円となりました。

       実質収支については、3,791千円の黒字となっております。

      実質収支については、99千円の黒字となっております。

　　　 平成22年度国民宿舎特別会計歳入歳出決算額は、歳入歳出予算額それぞれ
　　 94,679千円に対し、歳入94,675千円、歳出94,576千円となり、前年度に比べ
　　 て歳入は8千円(0.0％)、歳出は6千円(0.0％)の増となりました｡

  (10)  国民宿舎特別会計

　第11表   土地改良事業換地清算特別会計実質収支の状況
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（単位：千円）

収益的収入 収益的支出 差    引

280,776 184,293 96,483

資本的収入 資本的支出 差   引

458,501 542,304 △ 83,803

       不足額の83,803千円は、過年度損益勘定留保資金83,803千円で補填しました。

　第12表  水道事業会計決算の状況

　　　 平成22年度水道事業会計の収益的収支の決算は、予算額192,705千円に対し
　　 て、収入決算額は280,776千円、支出決算額は184,293千円で差し引き96,483
　　 千円の黒字となりました。
　　　 一方、資本的収支においては、収入予算額521,465千円に対し、決算額は、
　　 458,501千円、支出予算額601,824千円に対して、決算額は542,304千円となり
　　 ました。
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  (12)  水道事業会計



３　一般会計決算額の状況

歳入 歳出 (単位：千円)

款　　　　名 決算額 歳入構成比 款　　名 決算額 歳出構成比

町税 472,531 7.4% 議会費 87,777 1.4%

地方譲与税 67,593 1.1% 総務費 1,703,787 27.6%

利子割交付金 1,766 0.0% 民生費 973,159 15.7%

配当割交付金 235 0.0% 衛生費 436,471 7.1%

株式等譲渡所得割交付金 253 0.0% 農林水産業費 649,895 10.5%

地方消費税交付金 55,763 0.9% 商工費 204,105 3.3%

自動車取得税交付金 9,898 0.2% 土木費 212,375 3.4%
国有提供施設等所在市町
村助成交付金

6,608 0.1%
消防費 168,624 2.7%

地方特例交付金 12,535 0.2% 教育費 948,506 15.3%

地方交付税 2,791,344 43.9% 災害復旧費 83 0.0%

交通安全対策特別交付金 1,006 0.0% 公債費 798,124 12.9%

分担金及び負担金 85,469 1.3% 諸支出金 72 0.0%

使用料及び手数料 106,335 1.7% 歳出合計 6,182,978 100.0%

国庫支出金 1,282,335 20.1%

県支出金 394,932 6.2%

財産収入 30,409 0.5%

寄附金 17,208 0.3%

繰入金 1,611 0.0%

繰越金 100,474 1.6%

諸収入 175,335 2.8%

町債 751,077 11.8%

収入合計 6,364,717 100.0%

４　町債の状況
　第14表　会計別起債残高

区　　　　　　分 平成18年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
一般会計 8,090,010 7,081,775 6,743,256 6,815,773
下水道事業特別会計 1,371,436 1,397,705 1,367,463 1,327,878
農業集落排水事業特別会計 916,443 1,396,699 1,363,992 1,556,454
合併処理浄化槽特別会計 13,700 23,800 25,500 33,510
国民宿舎特別会計 688,177 545,689 470,545 392,674
水道事業会計 1,389,452 1,317,842 1,261,490 1,235,913

計 12,469,218 11,763,510 11,232,246 11,362,202
町民１人当たりの額 1,801.9 1,721.3 1,669.7 1,711.4
人　　口 6,920 6,834 6,727 6,639

（単位：千円、人）
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1,360,086
12,139,565
1,764.5

19,100
618,202

6,880

　第13表　一般会計決算状況

7,595,676
1,371,720
1,174,781

(単位：千円)

平成19年度
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①　実質赤字比率及び連結実質赤字比率がないため、「－」を記載しました。
②　国が示した早期健全化基準を括弧内に記載しました。

　(2)　資金不足比率

○実質赤字比率
　福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、
財政運営の悪化の度合いを示すもの。

○連結実質赤字比率
　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化
し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示すもの。

○実質公債費比率

－ － 17.0 133.8
（15.0） （20.0） （25.0） （350.0）

５　健全化判断比率・資金不足比率(暫定値）

　県や市町村の財政を適正に運営することを目的として、「地方公共団体の財政の健全化
に関する法律（財政健全化法）」が平成19年６月に公布されました。従来の再建法制で
は、地方公共団体の普通会計において赤字額が標準財政規模の20％を超えるといきなり財
政再建団体となり、注意喚起の段階がありませんでした。また、特別会計や企業会計にい
くら累積赤字があっても財政再建団体とならず、地方公共団体全体の姿を反映したもので
はありませんでした。
　財政健全化法では、「早期健全化」と「財政再生」の２段階で財政悪化をチェックする
とともに、特別会計や企業会計も併せた連結決算により地方公共団体の財政状況をより明
らかにしようとするものです。
　本町の指標は基準値内でありますが、今後とも行財政改革の推進を図り、財政のスリム
化を図る必要があります。

　(1)　健全化判断比率
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

①　資金不足比率がないため、「－」を記載しました。

20.0
20.0　下水道事業特別会計 －

－

20.0

　水道事業会計

　国民宿舎特別会計

経営基準化基準（％）

　借入金(地方債)の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示
すもの。

○将来負担比率
　地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負担等の
現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの。

特別会計の名称 資金不足比率（％）

○資金不足比率
　公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化
し、経営状態の悪化の度合いを示すもの。

　農業集落排水事業特別会計
　合併処理浄化槽特別会計

－
－
－

20.0
20.0



第２　平成23年度上半期財政運営のあらまし

1　予算の規模

  第15表      各会計の補正状況 (単位：千円)

会計名 平成23年度当初予算額 ９月までの補正額 現計予算額

一 般 会 計 5,084,500 278,385 5,362,885

特 別 会 計 2,363,966 129,270 2,493,236

　国民健康保険特別会計 1,070,237 25,917 1,096,154

　介護保険特別会計 710,764 11,443 722,207

　後期高齢者医療特別会計 72,020 1,470 73,490

　奨学資金特別会計 19,824 0 19,824

　下水道事業特別会計 121,311 26,692 148,003

　農業集落排水事業特別会計 266,310 55,589 321,899

　合併処理浄化槽特別会計 27,198 1,134 28,332

　国民宿舎特別会計 47,581 0 47,581
土地改良事業換地清算特別会計 28,721 7,025 35,746

合     計 7,448,466 407,655 7,856,121

　第16表      水道事業 (単位：千円)

区　　　　分 平成23年度当初予算額 ９月までの補正額 現計予算額

収 益 的 収 支 186,505 0 186,505

資 本 的 収 入 1,551 0 1,551

資 本 的 支 出 122,885 0 122,885

  第17表     一般会計予算款別補正状況

 (歳入)

平成23年度当初予算額 ９月までの補正額

Ａ Ｂ 現計予算額（Ａ＋Ｂ） 構成比

町 税 474,386 0 474,386 8.8
地 方 譲 与 税 58,267 0 58,267 1.1
利 子 割 交 付 金 1,485 0 1,485 0.0
配 当 割 交 付 金 226 0 226 0.0
株式等譲渡所得割交付金 1 0 1 0.0
地 方 消 費 税 交 付 金 52,325 0 52,325 1.0
自 動 車 取 得 税 交 付 金 10,973 0 10,973 0.2
国 有 提 供 施 設 等 所 在 市 町 村 助 成 交 付 金 6,600 0 6,600 0.1
地 方 特 例 交 付 金 11,280 △ 1,598 9,682 0.2
地 方 交 付 税 2,576,940 90,469 2,667,409 49.7
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 1,000 0 1,000 0.0
分 担 金 及 び 負 担 金 136,142 1 136,143 2.5
使 用 料 及 び 手 数 料 117,620 0 117,620 2.2
国 庫 支 出 金 508,982 △ 1,846 507,136 9.5
県 支 出 金 310,414 30,740 341,154 6.4
財 産 収 入 31,187 2,214 33,401 0.6
寄 附 金 3,557 7,200 10,757 0.2
繰 入 金 1,469 26,228 27,697 0.5
繰 越 金 20,000 84,067 104,067 1.9
諸 収 入 97,546 32,250 129,796 2.4
町 債 664,100 8,660 672,760 12.5
歳 入 合 計 5,084,500 278,385 5,362,885 100.0
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         (単位：千円、％)

   平成23年度の当初予算については、前回の財政事情でその詳細を説明いたしましたので、今回は、
 その後の予算状況を中心に、平成23年度上半期の財政運営の状況について説明します。

歳入区分
９月補正後現計額



 (歳出)

平成23年度当初予算額 ９月までの補正額

Ａ Ｂ 現計予算額 （Ａ＋Ｂ） 構成比

議 会 費 102,066 17,037 119,103 2.2

総 務 費 627,427 99,359 726,786 13.6

民 生 費 1,006,507 38,702 1,045,209 19.5

衛 生 費 446,010 4,464 450,474 8.4

農 林 水 産 業 費 510,920 49,546 560,466 10.5

商 工 費 146,610 8,791 155,401 2.9

土 木 費 177,181 37,541 214,722 4.0

消 防 費 141,799 5,203 147,002 2.7

教 育 費 1,152,954 14,082 1,167,036 21.8

災 害 復 旧 費 171 0 171 0.0

公 債 費 766,853 0 766,853 14.3

諸 支 出 金 2 0 2 0.0

予 備 費 6,000 3,660 9,660 0.2

歳 出 合 計 5,084,500 278,385 5,362,885 100.0

歳出区分
９月補正後現計額
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            (単位：千円、％)



２  予算の執行状況

    平成23年度上半期における各会計予算の収入及び支出の状況は、第17表・第18表・第19表のとお

　です。歳出の支出済額は2,161,439千円で、予算現額に対する支出割合は40.3％となっています。

  第18表　各会計予算の執行状況

予算現額 収入済額 執行率 予算現額 支出済額 執行率

一 般 会 計 5,362,885 2,480,296 46.2 5,362,885 2,161,439 40.3

特 別 会 計 2,493,236 850,669 34.1 2,493,236 975,358 39.1

国民健康保険特別会計 1,096,154 450,430 41.1 1,096,154 476,842 43.5

介 護 保 険 特 別 会 計 722,207 290,424 40.2 722,207 285,630 39.5

後期高齢者医療特別会計 73,490 19,980 27.2 73,490 16,725 22.8

奨 学 資 金 特 別 会 計 19,824 9,742 49.1 19,824 9,379 47.3

下 水 道事業特別会計 148,003 20,019 13.5 148,003 73,202 49.5

農業集落排水事業特別会計 321,899 11,072 3.4 321,899 61,706 19.2

合併処理浄化槽特別会計 28,332 1,928 6.8 28,332 1,516 5.4

国民宿舎特別会計 47,581 47,003 98.8 47,581 47,002 98.8

土地改良事業換地清算特別会計 35,746 71 0.2 35,746 3,356 9.4

計 7,856,121 3,330,965 42.4 7,856,121 3,136,797 39.9

（消費税込）

予算現額 収入済額 執行率 予算現額 支出済額 執行率

収 益 的 収 支 186,505 74,114 39.7 186,505 54,763 29.4

資 本 的 収 入 1,551 806 52.0

資 本 的 支 出 122,885 42,884 34.9

平成23年9月30日現在)

 第19表　水道事業

平成23年9月30日現在)

会計区分
歳          入 歳          出

      (単位：千円、％)

      (単位：千円、％)

区　　　　　　分

　りです。 一般会計における歳入の収入済額は2,480,296千円で、予算額に対する収入割合は46.2％

歳          入 歳          出
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  第20表　一般会計款別予算の執行状況

　（歳入）

執行率

63.5

32.0

31.3

125.2

0.0

58.3

17.4

0.0

100.0

73.0

0.0

23.2

25.7

14.3

3.2

14.0

9.8

0.0

0.0

14.7

0.0

46.2

　（歳出）

執行率

56.2

39.5

35.1

51.5

20.8

58.5

18.6

64.0

43.5

24.0

46.7

0.0

0.0

40.3

平成23年9月30日現在)

226

町 税

1

18,670

0

465

283

予算現額 収入済額

2,161,439

公 債 費

諸 支 出 金

国有提供施設等所在市町村助成交付金 6,600 0

358,434

30,507

147,002

508,082
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予 備 費 9,010 0

歳 出 合 計 5,362,885

科           目

94,038

教 育 費 1,167,686

2 0

災 害 復 旧 費 171 41

766,853

消 防 費

商 工 費 155,401 90,855

土 木 費 214,722 40,007

衛 生 費 450,474 232,099

農 林 水 産 業 費 560,466 116,718

議 会 費 119,103 66,914

民 生 費 1,045,209 367,119

総 務 費 726,786 287,132

科           目 予算現額 支出済額

      (単位：千円、％)

474,386 301,343

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金 9,682

58,267

利 子 割 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

52,325

1,485

地 方 譲 与 税

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 交 付 税 2,667,409 1,947,684

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 1,000 0

分 担 金 及 び 負 担 金 136,143 31,519

使 用 料 及 び 手 数 料 117,620 30,190

国 庫 支 出 金 507,136 72,483

県 支 出 金 341,154 10,777

財 産 収 入 33,401 4,682

寄 附 金 10,757 1,049

672,760 0

繰 入 金 27,697 0

繰 越 金 104,067 0

9,682

10,973 1,914

歳 入 合 計 5,362,885 2,480,292

諸 収 入 129,796 19,044

町 債



  町有財産には、公有財産・物品・債券及び基金が含まれますが、これらの町有財産の管理に

ついては、条例や規則によってそれぞれの管理に万全を期しております。

１ 財産の状況

木    造 非木造 計

2,758.61 2,041.94 2,041.94

その他の
行政機関

その他の施設 17,351.58 19.00 4,101.31 4,120.31

学校・幼稚園 109,632.90 64.00 22,981.00 23,045.00

公 営 住 宅 60,295.68 15,183.12 15,183.12

教 員 住 宅 15,412.00 2,080.00 2,080.00

その他の施設 278,072.36 1,092.81 24,371.73 25,464.54

57,655.00

39,790.00

2,638,331.00

87,938.00

39,223.00

20,086.00

3,366,546.13 1,175.81 70,759.10 71,934.91
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そ の 他

区        分 土    地
建         物

合        計

田

畑

山 林

原 野

雑 種 地

   第３   町 有 財 産 の 状 況

本 庁 舎

公
共
用
財
産

宅 地

（平成23年3月31日現在）　　(単位：㎡)

   （１）  土地及び建物



   （２）   物      品

台数等 台数等

1 2

2 1

15 0

1 2

2 1

1 2

1 1

1 1

2 1

1 2

1 1

1 1

1

45

   （３）　有 価 証 券 

総 務 課 乗 用 車 保 健 セ ン タ ー 軽 乗 用 車

（平成23年3月31日現在）

区        分 区       分

包括支援センター給食サービス車

有機物供給センターバキューム車 税 務 課 軽 ワ ゴ ン

有機物供給センター液肥散布車

マ イ ク ロ バ ス

農 政 課 軽 ト ラ ッ ク

包括支援センターデイサービス
（バス）

給 食 セ ン タ ー （ 運 搬 車 ）

消 防 自 動 車

保 健 福 祉 課 軽 乗 用 車

建 設 課 タ イ ヤ シ ョ ベ ル

建 設 課 ２ ト ン ト ラ ッ ク

生 涯 学 習 課 ラ イ ト バ ン産 業 政 策 課 普 通 ワ ゴ ン

（平成23年3月31日現在）　(単位：千円）

区                 分 現      在     高

耕 地 課 ラ イ ト バ ン

学 校 教 育 課 ラ イ ト バ ン

建 設 課 ラ イ ト バ ン老 人 ホ ー ム 普 通 ワ ゴ ン

合　　　　計

計 20,191

大 島 食 糧 株 式 会 社 株 券 30

九 州 電 力 株 式 会 社 株 券 161

沖 永 良 部 空 港 ビ ル 株 式 会 社 株 券 2,000
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産 業 政 策 課 軽 ト ラ ッ ク

塵 芥 収 集 車

保 健 福 祉 課 軽 ト ラ ッ ク

行 政 無 線 一 式

防 災 無 線 通 信 施 設 一 式

株式会社日本エアコミューター株券 8,000

南 栄 糖 業 株 式 会 社 株 券 10,000



    （４）   出  資  金

区                                 分 現      在      高

奄 美 群 島 振 興 開 発 基 金 出 資 証 券 101,504

鹿 児 島 県 農 業 信 用 基 金 協 会 出 資 証 券 470

鹿 児 島 県 家 畜 畜 産 物 衛 生 指 導 協 会 出 資 証 券 40

鹿 児 島 県 栽 培 漁 業 協 会 出 捐 金 429

奄 美 群 島 地 域 産 業 振 興 基 金 協 会 出 資 金 2,934

鹿 児 島 県 農 業 後 継 者 育 成 基 金 協 会 出 捐 金 2,877

鹿 児 島 県 畜 産 協 会 寄 託 証 券 735

鹿 児 島 県 暴 力 追 放 県 民 会 議 出 捐 金 345

奄 美 群 島 広 域 事 務 組 合 出 資 証 券 55,700

鹿 児 島 県 糖 業 振 興 協 会 出 資 証 券 7,800

知 名 町 振 興 開 発 公 社 出 資 金 30,000

か ご し ま み ど り の 基 金 出 捐 金 714

奄美広域中小企業勤労者福祉サービスセンター出捐金 1,600

鹿 児 島 県 環 境 検 査 セ ン タ ー 出 捐 金 80

地 方 公 営 企 業 等 金 融 機 構 出 捐 金 900

合　　　　　　計 206,128
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（平成23年3月31日現在）　　(単位:千円)



    (５)   基    金

財 政 調 整 基 金 481,374,618

減 債 基 金 140,625,430

庁 舎 建 設 基 金 46,973,872

地 域 振 興 基 金 15,888,148

地 域 福 祉 基 金 4,152,889

図 書 購 入 基 金 3,382,906

ふ る さ と 水 と 土 保 全 基 金 10,000,000

ふ る さ と の 緑 と 水 を 守 る 基 金 1,861,070

神 川 ふ る さ と 振 興 基 金 24,344,053

奨 学 資 金 貸 付 基 金 18,006,066

土 地 改 良 事 業 基 金 65,048,388

ふ る さ と ま ち づ く り 基 金 9,517,637

介 護 従 事 者 処 遇 改 善 特 例 基 金 251,866

住 民 生 活 に 光 を そ そ ぐ 基 金 2,756,000

土 地 開 発 基 金 4,623,690

国民健康保険高額療養資金貸付基金 2,000,000

家 畜 導 入 基 金 80,503,342

国民健康保険特別会計財政調整基金 13,582,386

介護保険特別会計介護給付費準備基金 65,212,908

国 民 宿 舎 特 別 会 計 財 政 調 整 基 金 3,954,559

合　　　計 994,059,828

  （平成23年5月31日現在）　　(単位：円）
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※前回の公表で平成23年3月31日末現在は公表いたしましたので、
出納閉鎖日の状況を公表いたします。

区               分 現　在　高



（６）　鉱業権(採掘権）

（平成23年3月31日現在）

区　　　　　　　　　　　分 前年度末残高 決算年度中増減高 決算年度末残高 備　　　　　　　　　　　考

鉱業権（採掘権）　875･876号 2 0 2 着手延期認可期限　平成24年9月4日

鉱業権（採掘権）　922号 1 0 1 着手延期認可期限　平成24年5月30日

鉱業権（採掘権）　906号　他16件 17 0 17 着手延期認可期限　平成25年6月16日

鉱業権（採掘権）　971号
（共同鉱区）

1 0 1 着手延期認可期限　平成25年5月28日

鉱業権（採掘権）　995号
（共同鉱区）

1 0 1 着手延期認可期限　平成24年9月26日

鉱業権（採掘権）　998号
（共同鉱区）

1 0 1 着手延期認可期限　平成24年10月8日

計 23 0 23
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１  一時借入金の現在高

９ 月 末 現 在 高 300,000

※一般会計のみ。

第４    一時借入金の状況

- 20 -

   （平成23年9月30日現在）　　(単位：千円）



１  町税の状況

予算現額 調定額 収入済額 収入済額 収入歩合

Ａ Ｂ Ｃ Ｃの構成比 Ｃ／Ｂ

個 人 町 民 税 176,569 189,058 93,731 31.1 49.6

法 人 町 民 税 22,585 22,817 20,256 6.7 88.8

固 定 資 産 税 206,905 240,891 144,057 47.8 59.8

国有資産等所在市町村交付金及び納付金 1,913 1,913 1,913 0.6 100.0

軽 自 動 車 税 19,701 22,958 18,797 6.2 81.9

市 町 村 た ば こ 税 46,713 46,713 22,589 7.5 48.4

計 474,386 524,350 301,343 100.0 57.5

第5  町税の状況

科              目
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      （単位：千円、％）

第21表   平成23年度町税収入状況

    町税の９月末予算額は、474,386千円で歳入予算額に占める割合は8.8％となっています。

    町税の収入状況は、第21表のとおりで調定額は524,350千円、収入済額は301,343千円となっ

　　ており、収入済額の予算達成率は63.5％、調定に対する収入歩合は57.5％となっています。


